
　　

新卒一括採用の今後
就活ルールの見直しを前向きに捉え、議論を継続させる
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1― ついに始まった就活ルール見直し
　2018年9月3日に、中西経団連会長が

就活ルールに対して問題提起をしたこと

を契機に、長らく議論されてきたルールの

見直しが始まった。

　就活ルールの根拠となる経団連の「採

用選考に関する指針」は、外資、ベンチャー

などの経団連非加盟企業には適用されな

いうえ、一部の加盟企業でも指針が守られ

ていないとの声も聞く。また、企業は秋卒

業の留学生や外国人など多種多様な人材

を積極的に採用し、ダイバーシティの推進

をすることが求められている。

　経団連は上記を踏まえ、2020年度以降

に卒業予定の学生については「採用選考

に関する指針」を策定しないことに決定し

た。一方で、採用を巡る混乱の回避や学業

への配慮等から、何らかのルールは必要と

する声も多く、ルール作りは政府主導で行

われることとなった。

　10月29日に、政府は2020年度に卒

業予定の学生の採用活動時期については、

経団連が定める現状の指針を維持するこ

とに決定したが、インターンのあり方など

のその他の詳細内容や、2021年度以降に

ついては、今後も引き続き議論される。

2― 採用活動の早期化・長期化
　就活ルール見直しにより、採用活動の更

なる早期化・長期化が予想されている。採

用活動期間が長くなることで、学生・大学

にとっては学業への影響、企業にとっては

採用コストの増加が懸念される。

　政府主導の採用ルール作りとは言え、そ

れはあくまで要請であり、最終的なルールの

運用は各企業にゆだねられる。経団連から

政府へとルール作りの旗振り役が代わった

が、強制力を持たなければ企業のルール遵

守は期待できないだろう。仮に学生から人気

の高い経団連加盟の大企業が採用活動を前

倒しした場合、他の企業は更に早く採用活動

を開始するという、いたちごっこになり、採用

活動の早期化・長期化は避けられない。

3― 地方中小企業、学生に配慮した
　　　　強制力を持ったルール
　採用活動の早期化・長期化により一番

影響が懸念されるのは地方中小企業だ。

就活ルール見直しにより、企業の大小を問

わず平等に人材が採用できた新卒一括採

用が見直され、今後、採用活動が一層早期

化・長期化すれば、立地・採用人員の確保

などで不利な地方中小企業には痛手とな

る。これでは、既に人手不足で深刻な問題

を抱える地方中小企業に、更なる追い討

ちをかけることになりかねない。

　上記に加え、政府主導のルールがどの

程度守られるのかわからないため、採用活

動の混乱は避けられない。無秩序な採用

活動となれば、企業・学生が共倒れとなる

リスクが存在する。

　政府はこうした点を考慮し、影響が大きい

地方の中小企業や学生に配慮しつつ、一定の

強制力を持ったルールを作るべきだろう。

4― 学業を頑張った人が報われる環境
　採用活動を開始する時期が早くなるほ

ど、企業は学生の学業成就を待たずして選

考を迫られる。また、日本の正社員は終身

雇用であるため、特定の分野で突出した知

識を持つよりも、どこにいっても役立つコ

ミュニケーション能力、主体性、チャレンジ

精神などが重視される。結果として、一部の

専門的職業を除き、日本の学生は学業に一

生懸命取り組んでも就職に有利にはたらき

にくい構造になっているのかもしれない。

　一般的に日本の大学生は勉強をあまり

しないと指摘されている。欧米と比べ大学

の卒業に勉強がそれほど必要ないという

ことに加え、上述の通り、採用で学業が必

ずしも重視されないことが原因だと考え

られる。つまり、就職活動を短期化するだ

けでは、学生が学業に注力するとは限らな

い。逆に、採用活動が長期化したとしても、

企業が採用で学業を重視するならば、学

生は学業に注力する可能性がある。

　ある調査*によると、日本の労働市場で

は企業が求めるスキルを満たす人材が不足

し、世界で最も深刻な人材のミスマッチが

起きているという。重要なことは、企業・大

学が一体となり、学業を頑張った人が報わ

れる評価体系を取り入れることで、大学で

の成長が促され、企業が求めるスキルを満

たす人材が育つ環境を作り出すことだ。

5― おわりに
　現行の就活ルールは既に限界が来てい

る。今回のルール見直しは、単にルール作

りの主体を経団連から政府へと移しただ

けで終わらせてはならない。影響が大きい

地方中小企業などに配慮しつつも、時代に

合った変革と、しっかりと守られるルール

作りが望まれる。企業・大学が一体となり、

中長期的な視点から日本の人材の質を高

め、公平に優秀な人材を獲得できる前向き

なチャンスだと捉え、議論を進めることが

重要ではないだろうか。
［*］Hays「The Hays Global Skills Index」
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